
令和５年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画　実施状況及び効果検証（甲府市）

（単位：千円）

 交付金
 充当額

単
電力・ガス・食料品等価格高騰緊急
支援給付金給付事業費【低所得者世
帯給付金】

①コロナ禍において電力・ガス・食料品等の物
価高騰が続く中での負担増を踏まえ、特に家計
への影響が大きい低所得世帯（住民税非課税世
帯）に対し、1世帯当たり3万円を支給し、生活
を支援する。
②低所得者世帯への給付金
③R5年度分の住民税非課税世帯

R5.5 R6.3 708,210 708,210         
電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金　708,210,000
円

新型コロナウイルス感染症の影響を受ける中で、電力・ガ
ス・食料品等の物価高騰に直面した方々に対し、速やかな生
活・暮らしの支援を臨時的に行うことにより、一時的な金銭
面での不安の緩和に寄与した。

(給付世帯数　23,607世帯）

単
こうふ臨時特別給付金給付事業費
【低所得者世帯給付金】

①コロナ禍において電力・ガス・食料品等の物
価高騰が続く中での負担増を踏まえ、特に家計
への影響が大きい低所得世帯（家計急変世帯及
び課税者の扶養となっている非課税世帯）に対
し、1世帯当たり3万円を支給し、生活を支援す
る。
②家計急変世帯及び課税者の扶養となっている
非課税世帯への給付金
③R5年1月以降の家計急変世帯、R5年度の課税者
の扶養となっている非課税世帯

R5.5 R6.3 89,820 89,820          こうふ臨時特別給付金　89,820,000円

新型コロナウイルス感染症の影響を受ける中で、電力・ガ
ス・食料品等の物価高騰に直面した方々に対し、速やかな生
活・暮らしの支援を臨時的に行うことにより、一時的な金銭
面での不安の緩和に寄与した。

（給付世帯数　2,994世帯）

単
電力・ガス・食料品等価格高騰緊急
支援給付金給付事業費（事務費）

①コロナ禍において電力・ガス・食料品等の物
価高騰が続く中での負担増を踏まえ、特に家計
への影響が大きい低所得世帯（住民税非課税世
帯）に対し、1世帯当たり3万円を支給し、生活
を支援する。（事務費）
②低所得者世帯への給付金に係る事務費
③R5年度分の住民税非課税世帯

R5.5 R6.3 34,266 34,266          

電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金給付に係る事
務費
１　時間外勤務手当　318,857円
２　郵便料　4,094,591円
３　手数料　2,655,070円
４　委託料　26,822,584円
５　その他事務費　374,516円

新型コロナウイルス感染症の影響を受ける中で、電力・ガ
ス・食料品等の物価高騰に直面した方々に対し、速やかな生
活・暮らしの支援を臨時的に行うことにより、一時的な金銭
面での不安の緩和に寄与した。

単 こうふ臨時特別給付金給付事業費
（事務費）

①コロナ禍において電力・ガス・食料品等の物
価高騰が続く中での負担増を踏まえ、特に家計
への影響が大きい低所得世帯（家計急変世帯及
び課税者の扶養となっている非課税世帯）に対
し、1世帯当たり3万円を支給し、生活を支援す
る。
②家計急変世帯及び課税者の扶養となっている
非課税世帯への給付金に係る事務費
③世帯全員のR5年度分の住民税が均等割のみの
課税の世帯及びR5年1月以降の家計急変世帯、R5
年度の課税者の扶養となっている非課税世帯

R5.5 R6.3 3,247 3,247           

こうふ臨時特別給付金給付に係る事務費
１　郵便料　175,753円
２　手数料　337,778円
３　委託料　2,696,799円
４　その他事務費　36,999円

新型コロナウイルス感染症の影響を受ける中で、電力・ガ
ス・食料品等の物価高騰に直面した方々に対し、速やかな生
活・暮らしの支援を臨時的に行うことにより、一時的な金銭
面での不安の緩和に寄与した。

3 単 こうふ臨時特別給付金給付事業費

①コロナ禍において物価高騰が続く中で、電
力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金事
業の支援策が届かない、生活実態の厳しい方々
（均等割のみ課税世帯等）に対して本市独自に1
世帯当たり3万円を支給し、生活を支援する。
②均等割のみ課税世帯等への給付金
③世帯全員のR5年度分の住民税が均等割のみの
課税の世帯

R5.5 R6.3 97,050 97,050          
こうふ臨時特別給付金（均等割のみ課税世帯分）97,050,000
円

新型コロナウイルス感染症の影響を受ける中で、電力・ガ
ス・食料品等の物価高騰に直面した方々に対し、速やかな生
活・暮らしの支援を臨時的に行うことにより、一時的な金銭
面での不安の緩和に寄与した。

（給付世帯数　3,235世帯）
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6 単
こうふ臨時特別給付金給付事業費
（事務費）

①コロナ禍において物価高騰が続く中で、電
力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金事
業の支援策が届かない、生活実態の厳しい方々
（均等割のみ課税世帯等）に対して本市独自に1
世帯当たり3万円を支給し、生活を支援する。
（事務費）
②均等割のみ課税世帯への給付金に係る事務費
③世帯全員のR5年度分の住民税が均等割のみの
課税の世帯

R5.5 R6.3 3,509 3,509           

こうふ臨時特別給付金給付に係る事務費（均等割のみ課税世
帯分）
１　郵便料　189,866円
２　手数料　364,902円
３　委託料　2,913,351円
４　その他事務費　40,601円

新型コロナウイルス感染症の影響を受ける中で、電力・ガ
ス・食料品等の物価高騰に直面した方々に対し、速やかな生
活・暮らしの支援を臨時的に行うことにより、一時的な金銭
面での不安の緩和に寄与した。

7 単 感染防止対策事業

①窓口職場等における不特定多数の来客による
新型コロナウイルス感染症拡大防止のための消
耗品及び備品を購入する。
②消毒液等の感染対策物品
③自治体実施

R5.4 R6.3 2,333 2,333           消毒液等の感染対策物品　2,332,949円
新型コロナウイルス感染拡大防止のための消毒液等の必要物
品を
購入することで、感染拡大の防止が図られた。

8 単 情報システム事業

①ウィズコロナにおける感染症の蔓延防止を目
的とし、平時と変わらず市民サービスの提供や
行政運営を行うため、行政手続きにおける電子
申請等などのデジタル化や、テレワーク環境等
の整備を推進し、感染症発生時に蔓延の防止策
を実施しながら、市民サービスの提供や行政運
営の実施が可能な感染症対策体制の構築を図
る。
②AIOCR・RPA等の運用に係る委託料等
③自治体実施

R5.4 R6.3 10,359 10,359          

AIOCR・RPA等の運用に係る経費
１　委託料　5,557,200円
２　賃借料　3,444,408円
３　消耗品費　1,357,268円

「市民実感度調査入力業務」、「住民税特別徴収移動届入力
業務」及び「法人市民税確定申告入力業務」の３業務にAI-
OCRなどを新規に活用した。また、既存導入業務を含め、令和
５年度単年度において約864時間の業務時間の削減を実現し、
行政事務のデジタル化による業務効率向上に寄与した。

9 単
市民税賦課徴収費（市県民税申告会
場における感染予防対策）

①市県民税等申告会場において、コロナ禍以前
まで実施していた会場では、密回避や換気対策
等の感染防止対策を徹底することが困難であっ
たため、クラスター発生等による申告会場の閉
鎖や申告作業の中断を免れることができるよ
う、収容人員等の規模が大きい会場を申告会場
とし、密回避を始めとした感染防止対策の徹底
を図る。
②申告会場設営等に係る委託料等
③自治体実施

R5.4 R6.3 1,204 1,204           

申告会場設営等に係る経費
１　需用費　52,152円
２　委託料　1,096,480円
３　手数料　55,000円

新型コロナウイルス感染症の拡大が懸念される中、令和６年
度分申告受付事務については、来場者の密回避や換気の徹底
等のため、総合市民会館格技場で実施することで、来場者の
動線の確保（出入口の分離）や換気の徹底、来場者同士の密
の防止などに努めた結果、１ヶ月間にわたる申告受付期間
中、職員及び来場者から感染者が発生することなく、感染防
止に一定の効果があった。

11 単
各種予防費（新型コロナウイルスワ
クチン接種に伴う移動支援）

①ウィズコロナにおける感染症の発生の予防及
び蔓延の防止のため、新型コロナウイルスワク
チンの接種において、接種会場まで自力での移
動が困難な高齢者等を対象に、自宅から集団接
種会場又は個別接種会場へタクシーで移動した
際の初乗り運賃相当額を助成することで、ワク
チン接種率の向上を図り、感染症の発生の予防
や蔓延の防止を図る。
②補助金
③ワクチン接種を希望する高齢者等

R5.4 R6.3 1,917 1,917           
新型コロナウイルスワクチン接種に係る移動支援
１　補助金　1,916,600円

接種場所までの移動が困難な方に対し、タクシー移動の初乗
り運賃相当分を助成することにより、ワクチン接種の支援に
つながった。

（初乗り運賃助成件数　2,590件）

13 単
母子保健事業（乳幼児健康診査や相
談事業に係る医師等の報償費）

①新型コロナウイルス感染症の感染予防を目的
とした健診体制の拡充に伴い、密回避対策とし
て健診回数を増加するため、医師等を増員す
る。
②増員にかかる報償費
③自治体実施

R5.4 R6.3 4,014 4,014           
乳幼児健康診査等の健診回数増加に係る医師等の増員にかか
る報償費　4,014,000円

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、健診に従事する
保健師を増員するとともに、開催回数を増加することで、健
診事業を中止することなく安定的に実施することができた。

（健康診査の月平均回数　9回）

14 単 救急医療体制整備事業

①小児救急医療の実施医療機関である小児初期
救急センターについては、新型コロナウイルス
感染症対応を含めた地域の医療提供体制の維持
と住民生活を支援する目的で実施しているが、
新型コロナウイルス感染症により患者数が減少
するなどの影響がでていることから、負担金を
精査する中でコロナの影響にかかる額について
も一定程度負担し、事業継続を後押しする。
②負担金
③山梨県小児救急医療事業推進委員会

R5.4 R6.3 25,106 25,106          山梨県小児救急医療事業推進委員会負担金　25,106,000円

山梨県小児救急医療事業推進委員会負担金について、新型コ
ロナウイルス感染症に係る影響部分を一定程度負担したこと
で、コロナ禍においても安定した小児救急医療体制を維持
し、事業継続することができた。
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16 単 雇用促進対策事業

①市内高校生を対象にした企業説明会及びU・
I・Jターン者向け合同企業説明会について、
ウィズコロナにおける感染症の発生の予防及び
蔓延の防止のため、オンライン形式により開催
する。
②オンライン実施に係る委託料
③オンライン事業サポート業者

R5.4 R6.3 853 853             企業説明会のオンライン開催に係る委託料　853,490円

　就職期を迎える前に市内で働くことへの実感を持ってもら
うため実施した市内高校生を対象とした地場産業紹介事業に
ついて、感染症対策の観点から、オンラインでの開催とした
ことにより、コロナ禍であっても平時と変わることなく、市
内高校生に地場産業の魅力を伝えることができた。
（市内高校生向けオンライン企業説明会　参加延べ人数　55
人）

　また、U・I・Jターン者向けオンライン企業説明会について
も、オンライン上で合同企業説明会を開催することで、遠方
の若手求職者にも地元企業について知ってもらうとともに、
地元中小企業が自社をアピールすることも可能となり、効果
的な若手求職者の就職活動の支援及び区内中小企業の人材確
保の支援ができた。
（U・I・Jターン者向けオンライン企業説明会　参加延べ人数
74人）

17 単
母子保健事業（乳幼児健康診査に係
る保健師の業務中のケガなどの保険
料）

①新型コロナウイルス感染症の感染予防を目的
とした健診体制の拡充に伴い、密回避対策とし
て健診回数を増加するため雇用した非常勤の保
健師の業務中のケガなどに対する保険料を補償
する。
②保険料
③日々雇用保健師

R5.4 R6.3 66 66              
乳幼児健康診査等の健診回数増加に係る非常勤保健師に係る
保険料　66,030円

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、健診に従事する
保健師を増員するとともに、開催回数を増加することで、健
診事業を中止することなく安定的に実施することができた。

18 単
サポートティーチャー事業（学習指
導員の配置）

①令和5年5月8日以降の5類感染症への移行後に
おいても、新型コロナウイルス感染症の影響に
よる休校や、罹患後に長期間欠席となる事例は
発生しており、5類移行後においても新型コロナ
ウイルス感染症の影響により学習内容の定着が
不十分な児童生徒に対してきめ細かなフォロー
が必要であることから、学習指導員（会計年度
任用職員）を配置する。
学習指導員の配置については、令和5年4月から
令和6年3月までとし、主な業務内容は、新型コ
ロナウイルス感染症の影響により学習内遊おの
定着が不十分な生徒に対する個別指導及び学習
への適応支援等である。
②指導員（会計年度任用職員）に係る共済費
③自治体実施

R5.4 R6.3 9,791 9,791           
学習指導員の配置に係る共済費
１　小学校　6,827,424円
２　中学校　2,963,297円

コロナ禍における休校や罹患による長期間の欠席等により、
学習内容の定着が不十分な児童生徒の学力保障を図るため、
授業補助や個別指導等を行う学習指導員を市内小中学校に配
置することにより、児童生徒に対し、個々の習熟度などに配
慮した教材準備等のきめ細かな指導につながった。

19 単
サポートティーチャー事業（スクー
ルサポートスタッフの配置）

①令和5年5月8日以降の5類感染症への移行後に
おいても、新型コロナウイルス感染症の影響に
よる休校は発生しており、ウィズコロナにおけ
る感染症の蔓延の防止策として、校内の消毒作
業など授業以外の部分においては引き続き教職
員の補助が必要であることからスクールサポー
トスタッフ（会計年度任用職員）を配置する。
スクールサポートスタッフの配置については、
令和5年4月から令和6年3月までとし、主な業務
内容は、新型コロナウイルス感染症対策に係る
学校施設や教材等の消毒作業や校内整備等であ
る。
②スクールサポートスタッフに係る共済費等
③自治体実施

R5.4 R6.3 8,877 8,877           

スクールサポートスタッフの配置に係る共済費等
１　共済費（小学校）　5,524,644円
２　通勤手当（小学校）　813,342円
３　共済費（中学校）　2,197,329円
４　通勤手当（中学校）　341,714円

5類感染症への移行後においても、新型コロナウイルス感染症
の影響による休校は発生しており、ウィズコロナにおける感
染症の蔓延の防止策として、校内の消毒作業など授業以外の
部分においては引き続き教職員の補助が必要であり、教員の
多忙化解消も図る目的にスクールサポートスタッフ（会計年
度任用職員）を配置しており、教員が児童生徒と接する時間
が増えたなどの効果があった。

20 単 サポートティーチャー事業

①コロナ対策として、ICTの活用により全ての子
ども達の学びを保障できる環境整備の実現のた
め、一人一台端末学習支援ソフト等を導入す
る。
②賃借料、負担金
③自治体実施

R5.4 R6.3 17,212 17,212          

1人一台端末に係る学習支援ソフトの導入に経費
１　賃借料（小学校）　10,767,167円
２　負担金（小学校）　954,822円
３　賃借料（中学校）　4,737,553円
４　負担金（中学校）　752,400円

コロナ禍において、感染拡大等により休校となった場合にお
いても、学習が可能な環境を整備するため、学習支援ソフト
（AI型デジタルドリル）を導入することにより、ICTの活用に
よる児童生徒の学習環境の整備に寄与した。
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21 単 教材・情報環境整備事業

①GIGAスクール構想の推進及びコロナ対策とし
て、ICTの活用により全ての子ども達の学びを保
障できる環境整備の実現のため、一人一台端末
充電保管庫等の整備を行う。
②一人一台端末の整備に係る事業用器具修繕
費、備品購入費、手数料、負担金等
③自治体実施

R5.4 R6.3 32,939 32,939          

1人一台端末の整備に係る経費
１　修繕費（小学校）3,030,830円
２　手数料（小学校）376,570円
３　備品購入費（小学校）3,364,515円
４　負担金（小学校）16,409,212円
５　修繕費（中学校）1,163,789円
６　手数料（中学校）477,400円
７　備品購入費（中学校）896,500円
８　負担金（中学校）7,220,053円

児童生徒の一人一台端末の修繕や、端末を保管する充電保管
庫等の適切な整備を行うことによって、コロナ禍において
も、全ての児童生徒に対し、学びを保障することのできる環
境整備の実現につながった。

22 単 一般振興費

①GIGAスクール構想の推進及びウィズコロナに
おける感染症の発生の予防、蔓延防止策とし
て、ICTの活用による市立商業高校の授業用ネッ
トワーク環境の整備を行うことにより、新型コ
ロナウイルス感染症の影響下であっても、全て
の子ども達の学びを保障できる環境整備を図
る。
②委託料、電信電話料、負担金
③自治体実施

R5.4 R6.3 4,749 4,678           

商業高校の授業用ネットワーク環境整備に係る経費
１　委託料　1,303,028円
２　賃借料　3,164,370円
３　電信電話料　46,200円
４　負担金　235,158円
（臨時交付金充当額　4,677,756円）

授業用ネットワーク環境のセキュリティを向上するため、不
適切なサイトの閲覧や書き込み等を規制するWebフィルタリン
グソフトウェア及び、外部からの不正なアクセスから校内の
ネットワークに侵入することを防ぐためのファイアウォール
等を整備することにより、生徒用1人一台端末を安全に利用す
ることができ、コロナ禍におけるICTを活用した学びの提供に
繋がった。

23 単 図書館管理運営事業費

①ウィズコロナにおける感染症の発生の予防及
び蔓延防止策として、図書館利用者が安心して
図書を借りることができるよう、電子書籍を活
用するとともに、感染防止対策物品の購入を行
う。
②賃借料、消耗品
③自治体実施

R5.4 R6.3 2,436 2,436           
感染対策物品及び電子書籍利用に係る経費
１　消耗品費　181,840円
２　賃借料　2,254,213円

新型コロナウイルス感染症の影響により、来館や図書館サー
ビスの制限が行われる中、電子書籍サービスにより、利用者
が来館することなく、インターネットを通じて専用ホーム
ページ上から貸出・返却・予約等ができ、かつタブレットな
どから閲覧することが可能となったことで、利用者の感染拡
大防止に寄与した。

25 補 子ども・子育て支援交付金

①ウィズコロナにおける感染症の発生の予防及
び蔓延の防止を目的とし、訪問事業を対面にて
実施することによる感染拡大を防ぐため、ディ
スポアイシールド等の感染防止対策物品を購入
する。
②フェイスシールド等の感染対策物品
③自治体実施

R5.4 R6.3 152 52              
訪問事業に係る感染防止対策物品　152,460円
（臨時交付金充当額　52,460円）
その他は県支出金

乳児のいる家庭を訪問する訪問事業において、マスク、シー
ルド、手袋、消毒用アルコールなど感染防止対策物品を購入
し活用することで、新型コロナウイルス感染症の感染リスク
を抑え事業を安定的に実施することができた。

26 単
生活衛生事業（甲府市銭湯（一般公
衆浴場）応援金（第3弾）

①コロナ禍における原油価格などの物価高騰の
影響に伴い、物価統制令により入浴料金が統制
されている一般公衆浴場については、市民の日
常生活において保健衛生上必要なものとして利
用される施設であるが、事業者の判断において
物価高騰の影響分を入浴料金に転嫁することが
できないため、コロナ禍における物価高騰対策
として、当該事業者を支援することで市民サー
ビスを維持し、利用者及び事業者の安心した暮
らしを守る。
②補助金
③市内一般公衆浴場事業者

R5.4 R6.3 3,750 3,750           甲府市銭湯（一般公衆浴場）応援金　3,750,000円

一般公衆浴場（いわゆる銭湯）は、市民の日常生活において
保健衛生上必要なものとして利用される施設であり、入浴料
金は物価統制令により抑制を受けている。そのため、今回の
原油価格の高騰のように運営費が増加した場合であっても、
事業者判断で入浴料金に転嫁するなど収入を増やすことが制
度上困難であることから、運営支援のため助成を行ったこと
により、市民生活における保健衛生の維持に寄与した。

（補助件数　9件）

27 単
子育て世帯生活支援特別給付金給付
事業費

①コロナ禍における物価高騰に直面し、影響を
特に受ける低所得の子育て世帯に対し物価高騰
対策として生活の支援を行う観点から、R5年度
の住民税非課税世帯でR5.3月に出生した新生児
を養育する者及びR5年度の住民税非課税世帯で
R6.3月生まれの新生児を養育する者に対し、新
生児一人当たり10万円の特別給付金を支給す
る。
②給付金
③R5年度の住民税非課税世帯でR5.3月に出生し
た新生児を養育する者及びR5年度の住民税非課
税世帯でR6.3月生まれの新生児を養育する者

R5.4 R6.3 100 100             子育て世帯生活支援特別給付金　100,000円

新生児を養育する低所得の子育て世帯に対し、その実情を踏
まえた生活の支援を行う観点から、食費等の物価高騰等によ
る影響を勘案し、給付金を支給することで、家計負担の軽減
に寄与した。

28 単
地球温暖化対策事業（こうふのeco家
電購入応援キャンペーン）【重点交
付金分】

①コロナ禍における光熱費等の物価高騰に直面
する市民に対し、家庭におけるエネルギーコス
トの負担軽減を図るため、省エネ性能が高い家
電製品等への買い換えや新規購入を支援する。
②キャッシュレスポイント付与等に係る委託料
③キャッシュレスポイント付与事業者、対象家
電を購入した市民

R5.6 R6.3 51,063 51,063          
こうふのeco家電購入応援キャンペーンに係る委託料
51,063,403円

エネルギー価格が高騰するなか、省エネ性能の高い製品の購
入支援を行うことで、家庭のエネルギー費用負担の軽減や省
エネルギーによる温室効果ガスの排出削減を推進した。

（ポイント付与件数　3,792件、ポイント付与金額　51,521千
円）
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29 単
甲府市福祉施設等物価高騰対策支援
金

①コロナ禍における物価高騰の影響を受ける高
齢者福祉施設等に対し、物価高騰影響分として
支援金を給付し、事業継続を支援することで市
民サービスを維持し、利用者及び事業者の安心
した暮らしを守る。
②支援金
③高齢者福祉施設等

R5.6 R6.3 28,860 28,860          甲府市福祉施設物価高騰対策支援金　28,860,000円

物価高騰等の影響を受ける福祉施設の安定的な事業継続のた
め、光熱費等の価格高騰分を支援し、事業の質の確保及び市
民サービスの維持を図ることができた。

（補助件数　高齢者福祉施設等　51事業所）

30 単
甲府市保育施設等物価高騰対策支援
金

①コロナ禍における物価高騰の影響を受ける保
育施設等に対し、物価高騰影響分として支援金
を給付し、事業継続を支援することで市民サー
ビスを維持し、利用者及び事業者の安心した暮
らしを守る。
②支援金
③保育施設等

R5.6 R6.3 3,810 3,810           甲府市保育施設等物価高騰対策支援金　3,810,000円

物価高騰の影響を受ける保育施設等への光熱水費等のランニ
ングコストへの支援を行うことで安定的な事業継続に寄与し
た。

（補助券巣　認可外保育施設　27件、放課後児童クラブ　20
件）

31 単
救急医療体制整備事業（在宅当番医
制事業協力医療機関物価高騰対策支
援金）

①コロナ禍における物価高騰の影響を受ける初
期救急を担う医療機関に対し、物価高騰影響分
の支援金を給付することで、市民サービスを維
持し、利用者の安心した暮らしを守り、医療機
関の事務継続を支援する。
②支援金
③在宅当番医制事業協力医療機関

R5.9 R6.3 6,000 6,000           
在宅当番医制事業協力医療機関物価高騰対策支援金
6,000,000円

休日・昼間急患診療体制整備事業（在宅型）を担う市内医療
機関（在宅当番医制事業協力医療機関）を対象に、光熱水費
等の価格高騰分に対する支援金を支給することにより、協力
医療機関の負担を軽減し、コロナ禍における初期救急医療体
制の質の確保ならびに市民サービスの質の維持につながっ
た。

32 単
商工業推進事業費（物価高騰対策プ
レミアム付商品券発行支援事業）
【通常分】

①コロナ禍における物価高騰の影響により、個
人消費の低迷、事業者等の売上減少が懸念され
ることから、厳しい状況に置かれている市内事
業者の支援及び市民の家計負担軽減を目的とし
て、プレミアム付き商品券事業を実施する。
②プレミアム付き商品券事業委託料
③プレミアム商品券事業実施委託業者、プレミ
アム商品券購入者

R5.9 R6.3 284,590 284,590         
物価高騰対策プレミアム付商品券発行支援事業に係る経費
１　委託料　129,011,305円
２　その他事務費　155,578,695円

コロナ禍における物価高騰の影響により、個人消費の低迷、
事業者等の売上減少が懸念されることから、厳しい状況に置
かれている市内事業者の支援及び市民の家計負担軽減を目的
として、プレミアム付き商品券事業を実施した。本市が支出
している実質プレミアム分431,092千円に対して約2.96倍の
1,275,412千円の経済波及効果があり、物価高騰支援として一
定の効果がみられた。

（商品券購入率　81.93％（予算に対する購入率））

33 単
商工業推進事業費（物価高騰対策プ
レミアム付商品券発行支援事業）
【重点交付金分】

①コロナ禍における物価高騰の影響により、個
人消費の低迷、事業者等の売上減少が懸念され
ることから、厳しい状況に置かれている市内事
業者の支援及び市民の家計負担軽減を目的とし
て、プレミアム付き商品券事業を実施する。
②プレミアム付き商品券事業委託料
③プレミアム商品券事業実施委託業者、プレミ
アム商品券購入者

R5.9 R6.3 299,593 241,431         

物価高騰対策プレミアム付商品券発行支援事業に係る経費
１　委託料　299,592,777円
（臨時交付金充当額　241,430,548円）
その他は一般財源

コロナ禍における物価高騰の影響により、個人消費の低迷、
事業者等の売上減少が懸念されることから、厳しい状況に置
かれている市内事業者の支援及び市民の家計負担軽減を目的
として、プレミアム付き商品券事業を実施した。本市が支出
している実質プレミアム分431,092千円に対して約2.96倍の
1,275,412千円の経済波及効果があり、物価高騰支援として一
定の効果がみられた。

（商品券購入率　81.93％（予算に対する購入率））

34 単
地球温暖化対策事業（こうふのeco家
電購入応援キャンペーン）【通常
分】

①コロナ禍における光熱費等の物価高騰に直面
する市民に対し、家庭におけるエネルギーコス
トの負担軽減を図るため、省エネ性能が高い家
電製品等への買い換えや新規購入を支援する。
②キャッシュレスポイント付与等に係る委託料
③キャッシュレスポイント付与事業者

R5.6 R6.3 28,645 28,645          
こうふのeco家電購入応援キャンペーンに係る委託料
28,645,593円

エネルギー価格が高騰するなか、省エネ性能の高い製品の購
入支援を行うことで、家庭のエネルギー費用負担の軽減や省
エネルギーによる温室効果ガスの排出削減を推進した。

（ポイント付与件数　3,792件、ポイント付与金額　51,521千
円）

1,764,521 1,706,188 合計


